
（別紙） 

新 旧 対 照 表 

 

○「介護給付費等の支給決定等について」（平成 19 年３月 23 日障発第 0323002 号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知）（抄） 

改正後 現 行 

 

都道府県知事  

各 指定都市市長 殿 

  中核市市長 

 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長 

 

介護給付費等の支給決定等について 

 

標記については、障害者自立支援法（平成 17 年法律第 123 号。平成 25 年４月か

ら障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律。以下「法」とい

う。）及びこれに基づく関係法令等によって規定しているところであるが、この実

施に伴う取扱いを下記のとおり定め、平成 18 年 10 月１日より適用することとした

ので、御了知の上、貴管内市町村、関係機関等に周知徹底を図るとともに、その運

用に遺憾のないようにされたい。 

また、平成 15 年３月 28 日付け障発第 0328020 号当職通知「支援費支給決定につ

いて」、平成 15 年 6 月 6日付け障発第 0606001 号当職通知「児童デイサービスに係

る居宅生活支援費の支給等の対象となる児童について」及び平成 15 年 6月 6 日付け

障発第 0606002 号当職通知「児童福祉法第 21 条の 25 第 1 項に規定するやむを得な

い事由による措置により児童デイサービスを提供する場合の留意事項について」は

平成 18 年９月 30 日限り廃止する。 

なお、本通知は、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 245 条の４第１項の規

定に基づく技術的な助言であることを申し添える。 

 

 

記 

第一～第三（略） 

第四 支給決定及び地域相談支援給付決定の際勘案すべき事項その他の基本事項 

１ 支給決定及び地域相談支援給付決定の際に勘案すべき事項を定める趣旨 

 

都道府県知事  

各 指定都市市長 殿 

  中核市市長 

 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長 

 

介護給付費等の支給決定等について 

 

標記については、障害者自立支援法（平成 17 年法律第 123 号。平成 25 年４月か

ら障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律。以下「法」とい

う。）及びこれに基づく関係法令等によって規定しているところであるが、この実

施に伴う取扱いを下記のとおり定め、平成 18 年 10 月１日より適用することとした

ので、御了知の上、貴管内市町村、関係機関等に周知徹底を図るとともに、その運

用に遺憾のないようにされたい。 

また、平成 15 年３月 28 日付け障発第 0328020 号当職通知「支援費支給決定につ

いて」、平成 15 年 6月 6日付け障発第 0606001 号当職通知「児童デイサービスに係

る居宅生活支援費の支給等の対象となる児童について」及び平成 15 年 6月 6日付け

障発第 0606002 号当職通知「児童福祉法第 21 条の 25 第 1 項に規定するやむを得な

い事由による措置により児童デイサービスを提供する場合の留意事項について」は

平成 18 年９月 30 日限り廃止する。 

なお、本通知は、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 245 条の４第１項の規

定に基づく技術的な助言であることを申し添える。 

 

記 

第一～第三 （略）  

第四 支給決定及び地域相談支援給付決定の際勘案すべき事項その他の基本事項 

１ 支給決定及び地域相談支援給付決定の際に勘案すべき事項を定める趣旨 



 

 

 

⑴ 障害福祉サービス 

① （略） 

② 介護を行う者の状況 

介護を行う者（障害児にあっては保護者）の有無、年齢、心身の状

況及び就労状況等を勘案して、介護給付費等の支給を決定する。 

特に、短期入所については、その介護を行う者の疾病その他の理由

により、居宅（家庭）において介護を受けることが一時的に困難とな

ったことが、支援の要件となっているところである。このため、短期

入所に係る介護給付費の支給を決定する際には、介護を行う者の疾病

その他の状況が一時的なものか、継続的なものなのかを勘案して、支

給期間を決定することになる。ただし、障害者本人の心身の状況等か

ら市町村が特に必要と認める場合には、介護を行う者の状況にかかわ

らず、障害者本人の理由により短期入所に係る介護給付費の支給を行

うことは可能である。 

また、障害児に係る居宅介護においては、従来より、重度の障害の

ため日常生活を営むのに著しく支障がある障害児本人に着目するだけ

でなく、障害児の属する家庭を対象として、便宜を供与してきたとこ

ろである。 

なお、当該事項は、介護を行う者がいる場合に居宅介護等の介護給

付費の支給を行わないという趣旨ではなく、介護給付費の支給決定に

当たっては、介護を行う者の状況に配慮した上で行っていただくよう

留意されたい。 

   ③～⑥ （略） 

 

⑴ 障害福祉サービス 

① （略） 

② 介護を行う者の状況 

介護を行う者（障害児にあっては保護者）の有無、年齢、心身の状

況及び就労状況等を勘案して、介護給付費等の支給を決定する。 

特に、短期入所については、その介護を行う者の疾病その他の理由

により、居宅（家庭）において介護を受けることが一時的に困難とな

ったことが、支援の要件となっているところである。このため、短期

入所に係る介護給付費の支給を決定する際には、介護を行う者の疾病

その他の状況が一時的なものか、継続的なものなのかを勘案して、支

給期間を決定することになる。ただし、障害者本人の心身の状況等か

ら市町村が特に必要と認める場合には、介護を行う者の状況にかかわ

らず、障害者本人の理由により短期入所に係る介護給付費の支給を行

うことは可能である。 

また、障害児に係る居宅介護においては、従来より、重度の障害の

ため日常生活を営むのに著しく支障がある障害児本人に着目するだけ

でなく、障害児の属する家庭を対象として、便宜を供与してきたとこ

ろである。 

なお、当該事項は、介護を行う者がいる場合に居宅介護等の介護給

付費の支給を行わないという趣旨ではない。 

 

 

   ③～⑥ （略） 


